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２
月
２０
日
と
２１
日
の
両
日
に
わ

た
り
、
本
会
の
地
方
行
政
・
建
設

運
輸
・
国
会
対
策
の
各
委
員
会
が

開
催
さ
れ
た
。
既
に
地
方
財
政
・

社
会
文
教
・
産
業
経
済
の
各
委
員

会
は
開
催
を
終
え
て
お
り
、
本
会

に
常
設
さ
れ
て
い
る
６
委
員
会
は

予
定
さ
れ
て
い
た
今
年
度
の
活
動

を
終
了
し
た
。
各
委
員
会
で
は
２５

年
度
要
望
結
果
の
概
要
を
了
承
し

た
ほ
か
、
次
年
度
委
員
会
へ
の
申

し
送
り
事
項
な
ど
を
原
案
の
と
お

り
決
定
し
た
。
要
望
結
果
は
定
期

総
会
で
各
委
員
長
が
報
告
す
る
。

建建
運運
委委
はは
２２
月月
２２１１
日日
にに

建
設
運
輸
委
員
会
（
委
員
長
�

永
山
芳
宏
・
人
吉
市
議
会
議
長
）

は
２
月
２１
日
、
東
京
・
全
国
都
市

会
館
で
第
１
４
９
回
委
員
会
を
開

催
し
た
。
会
議
で
決
定
し
た
次
年

度
委
員
会
へ
の
申
し
送
り
事
項
は

次
の
と
お
り
。
会
議
で
は
、
国
土

交
通
省
大
臣
官
房
の
平
垣
内
久
隆

・
会
計
課
長
か
ら
平
成
２６
年
度
同

省
予
算
の
概
要
、
内
閣
府
政
策
統

括
官
（
防
災
担
当
）
付
の
青
柳
一

郎
・
参
事
官
（
総
括
担
当
）
か
ら

２６
年
度
同
府
防
災
関
係
予
算
の
概

要
、
そ
れ
ぞ
れ
を
聴
取
し
た
。

【
申
し
送
り
事
項
の
抜
粋
】
▽
自

然
災
害
対
策
の
推
進
�
�
地
震
・

津
波
対
策
�
災
害
時
の
情
報
伝
達

等
の
充
実
強
化
�
治
山
・
治
水
対

策
�
災
害
復
旧
・
復
興
支
援
な
ど

▽
各
種
交
通
基
盤
整
備
の
推
進
�

�
道
路
の
整
備
促
進
�
新
幹
線
鉄

道
の
整
備
促
進
�
地
方
鉄
道
等
へ

の
支
援
な
ど
▽
都
市
基
盤
整
備
の

推
進
�
�
社
会
イ
ン
フ
ラ
整
備
の

推
進
�
中
心
市
街
地
活
性
化
の
推

進
な
ど
▽
観
光
立
国
の
推
進
�
�

訪
日
外
国
人
の
増
加
に
向
け
た
施

策
�
観
光
圏
整
備
事
業
等
の
拡
充

▽
全
国
公
営
交
通
事
業
都
市
議
長

会
か
ら
の
申
し
入
れ
事
項
※
本
紙

第
１
８
９
４
号
�
�
地
域
公
共
交

通
に
対
す
る
国
庫
補
助
制
度
の
拡

充
�
道
路
交
通
環
境
の
整
備
促
進

国国
対対
委委
はは
２２
月月
２２００
日日
にに

国
会
対
策
委
員
会
（
委
員
長
�

須
田
毅
・
相
模
原
市
議
会
議
長
）

は
２
月
２０
日
、
東
京
・
都
市
セ
ン

タ
ー
ホ
テ
ル
で
第
１
２
２
回
委
員

会
を
開
催
し
た
。
国
対
委
の
構
成

市
は
▽
本
会
の
各
部
会
か
ら
推
薦

さ
れ
た
委
員
▽
政
府
・
与
党
要
職

者
の
地
元
選
挙
区
を
考
慮
し
て
本

会
会
長
か
ら
委
嘱
さ
れ
た
委
員
―

か
ら
な
っ
て
い
る
。
地
方
財
政
を

は
じ
め
と
す
る
各
委
員
会
の
要
望

の
う
ち
、
特
に
喫
緊
の
課
題
と
し

た
内
容
、
本
会
が
重
点
要
望
事
項

と
し
て
掲
げ
た
課
題
な
ど
の
実
現

に
向
け
活
動
し
て
い
る
。
他
の
５

委
員
会
と
使
命
が
異
な
っ
て
い
る

た
め
国
対
委
独
自
で
次
年
度
委
員

会
へ
申
し
送
る
べ
き
事
項
は
な
い

が
、
税
制
改
正
や
政
府
予
算
編
成

に
お
い
て
も
地
方
税
財
源
の
確
保

等
が
課
題
と
な
る
こ
と
か
ら
、
次

年
度
の
国
対
委
に
も
課
題
解
決
に

向
け
た
期
待
が
寄
せ
ら
れ
る
。
会

議
で
は
総
務
省
の
平
嶋
彰
英
・
大

臣
官
房
審
議
官
か
ら
、
２６
年
度
地

方
税
制
改
正
等
に
つ
い
て
聴
取
し

た
。

地地
行行
委委
はは
２２
月月
２２１１
日日
にに

地
方
行
政
委
員
会
（
委
員
長
�

高
秀
政
博
・
千
歳
市
議
会
議
長
）

は
２
月
２１
日
、
東
京
・
都
市
セ
ン

タ
ー
ホ
テ
ル
で
第
１
３
７
回
委
員

会
を
開
催
し
た
。
会
議
で
決
定
し

た
次
年
度
委
員
会
へ
の
申
し
送
り

事
項
は
次
の
と
お
り
。
会
議
で
は

総
務
省
消
防
庁
の
横
田
真
二
・
総

務
課
長
か
ら
、
消
防
行
政
の
現
状

と
課
題
に
つ
い
て
聴
取
し
た
。

【
申
し
送
り
事
項
の
抜
粋
】
▽
地

方
分
権
改
革
の
推
進
�
�
義
務
付

け
・
枠
付
け
の
見
直
し
及
び
都
道

府
県
か
ら
基
礎
自
治
体
へ
の
権
限

移
譲
な
ど
▽
地
方
議
会
の
権
能
強

化
等
�
�
地
方
議
会
議
員
の
法
的

な
位
置
付
け
の
明
確
化
�
更
な
る

地
方
議
会
の
権
能
強
化
な
ど
▽
消

防
防
災
体
制
の
充
実
強
化
�
�
消

防
防
災
施
設
・
設
備
整
備
に
対
す

る
財
政
措
置
の
充
実
強
化
な
ど
▽

過
疎
地
域
の
自
立
促
進
▽
空
き
家

等
に
対
す
る
総
合
的
な
法
律
の
整

備
等
▽
合
併
市
町
村
に
対
す
る
支

援
の
拡
充
▽
基
地
対
策
関
係
予
算

の
確
保
▽
治
安
対
策
の
強
化
等
▽

北
方
領
土
返
還
▽
竹
島
の
領
有
権

確
立
▽
日
米
地
位
協
定
の
抜
本
的

な
改
定
▽
人
権
救
済
制
度
の
確
立

３月５日現在の都市数
８１３団体

うち
指定都市 ２０市
中核市 ４２市
特例市 ４０市
一般市 ６８８市
特別区 ２３区

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1897号３月５日平成26年
（2014年）
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地地
方方
行行
政政
・・
建建
設設
運運
輸輸
・・
国国
会会
対対
策策

３３
委委
員員
会会
がが
要要
望望
結結
果果
のの
概概
要要
了了
承承

本 会 須田毅・国対委員長
（相模原市）

高秀政博・地行委員長
（千歳市）

永山芳宏・建運委員長
（人吉市）

（１） 平成２６年３月５日 第１８９７号
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こ
の
ほ
ど
、
本
紙
で
は
１２
月
定
例
会
に
お
け

る
「
意
見
書
・
決
議
の
議
決
状
況
」
を
ま
と
め

た
。
調
査
結
果
に
つ
い
て
は
取
り
ま
と
め
た
表

を
「
上
」「
下
」
に
分
割
し
、
２
面
か
ら
３
面
に

か
け
掲
載
す
る
。
上
下
の
表
を
通
し
て
意
見
書

採
択
数
が
最
多
だ
っ
た
の
は
、
介
護
保
険
に
関

連
す
る
要
望
で
９０
件
。
次
い
で
新
聞
へ
の
軽
減

税
率
を
求
め
る
意
見
書
が
７１
件
、
消
費
税
の
軽

減
税
率
を
求
め
る
意
見
書
が
６０
件
の
順
で
続

く
。
軽
減
税
率
関
係
の
要
望
を
合
算
す
る
と
１

３
１
件
に
も
上
り
、
各
市
か
ら
軽
減
税
率
を
求

め
る
多
く
の
声
が
寄
せ
ら
れ
て
い
る
。
本
紙
で

は
同
要
望
に
焦
点
を
当
て
概
要
を
掲
載
す
る
と

と
も
に
、
９
月
定
例
会
で
各
市
か
ら
の
意
見
書

採
択
数
が
多
か
っ
た
「
地
方
税
財
源
の
充
実
確

保
」
に
関
す
る
意
見
書
に
つ
い
て
も
概
要
を
掲

載
す
る
。
同
要
望
は
９
月
定
例
会
で
意
見
書
採

択
数
が
４
１
６
件
と
最
多
�
本
紙
１
８
９
０
号

参
照
�
だ
っ
た
経
緯
が
あ
り
、
１２
月
定
例
会
で

も
４７
件
の
意
見
書
が
本
会
へ
提
出
さ
れ
た
。

軽
減
税
率
の
導
入
を
求
め
る
意

見
書
が
多
く
提
出
さ
れ
た
の
は
、

消
費
税
が
２６
年
４
月
１
日
か
ら
８

％
へ
引
き
上
げ
ら
れ
、
２７
年
１０
月

に
は
１０
％
へ
の
引
き
上
げ
が
予
定

さ
れ
て
い
る
た
め
。
消
費
税
引
き

上
げ
で
各
家
庭
、
特
に
食
料
品
な

ど
の
生
活
必
需
品
へ
の
購
入
に
収

入
金
額
の
多
く
を
費
や
す
中
堅
、

低
所
得
者
層
の
生
活
へ
大
き
な
影

響
を
与
え
か
ね
な
い
と
危
惧
し
て

い
る
。
品
目
別
で
は
、
新
聞
に
対

す
る
軽
減
税
率
の
導
入
を
求
め
る

意
見
書
が
多
く
本
会
へ
寄
せ
ら
れ

た
。
消
費
税
の
増
税
で
新
聞
の
購

読
を
中
止
す
る
家
庭
が
増
え
、
文

字
、
活
字
離
れ
に
よ
る
リ
テ
ラ
シ

ー
（
読
み
書
き
能
力
、
教
養
や
常

識
）
の
低
下
を
招
く
こ
と
を
意
見

書
で
は
懸
念
し
て
い
る
。

財
務
省
が
公
表
し
た
「
主
要
国

の
付
加
価
値
税
の
概
要
」
を
見
る

と
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
国
々
で
は
品

目
別
に
複
数
税
率
が
導
入
さ
れ
て

い
る
�
下
表
。
新
聞
・
書
籍
な
ど

へ
軽
減
税
率
を
導
入
し
、
国
民
が

知
識
を
得
る
こ
と
へ
の
負
担
を
軽

く
し
て
い
る
こ
と
が
分
か
る
。
イ

ギ
リ
ス
で
は
新
聞
や
書
籍
に
対
す

る
税
率
は
ゼ
ロ
。
「
知
識
に
は
課

税
せ
ず
」
と
の
認
識
は
、
ヨ
ー
ロ

ッ
パ
各
国
で
ほ
ぼ
共
通
し
て
い
る

と
分
析
し
た
意
見
書
も
あ
っ
た
。

【
３
面
へ
続
く
】

財務省公表資料の抜粋 （２０１３年１月現在）

スウェーデン
１９６９年

利益を得る
ために経済
活動を独立
して行う者
及び輸入者

食料品、宿
泊施設の利
用、外食サ
ービス等

１２％
新聞、書籍、
雑誌、スポ
ーツ観戦、
映画、旅客
輸送等

６％

イギリス
１９７３年

事業活動と
して財貨又
はサービス
の供給を行
う者で登録
を義務づけ
られている
者及び輸入
者

家庭用燃料
及び電力等

５％

ドイツ
１９６８年

営業又は職
業活動を独
立して行う
者及び輸入
者

食料品、水
道水、新聞、
雑誌、書籍、
旅客輸送、
宿泊施設の
利用等

７％

フランス
１９６８年

有償により
財貨の引渡
又はサービ
スの提供を
独立して行
う者及び輸
入者

旅客輸送、
肥料、宿泊
施 設 の 利
用、外食サ
ービス等

７％
書籍、食料
品等

５．５％
新聞、雑誌、
医薬品等

２．１％

ＥＣ指令

１９７７年

経済活動を
いかなる場
所であれ独
立して行う
者及び輸入
者

食料品、水
道水、新聞、
雑誌、書籍、
医薬品、旅
客輸送、宿
泊施設の利
用、外食サ
ービス等
５％以上
（２段階ま
で 設 定 可
能）

日 本

１９８９年

資産の譲渡
等を行う事
業者及び輸
入者

なし

区 分

施 行

納税義務者

標準税率
税

率

議 会

12月定例会意見書・決議の議決状況(上) (25.11.1～12.31)

決 議
【税・財政】 【 ２３３】 【 ―】
○新聞への消費税の軽減税率適用を ７１ ―
求める
○消費税の軽減税率制度の導入を求 ６０ ―
める
○地方税財源の充実確保 ４７ ―
○免税軽油制度の継続 ２０ ―
○合併市の実態に応じた普通交付税 ７ ―
措置
○寡婦（夫）控除をすべてのひとり ６ ―
親家庭に適用を求める
○森林吸収源対策及び地球温暖化対 ５ ―
策に関する地方の財源確保
○その他 １７ ―

【地方行政・議会・選挙】 【 ３５】 【 ７】
○過疎対策の積極的推進 ２３ ―
○地方自治体の臨時・非常勤職員の ７ ―
待遇改善と雇用安定のための法改
正を求める
○その他 ５ ７

【医療・保健衛生】 【 ９２】 【 １】
○ウイルス性肝炎患者に対する医療 ２１ ―
費助成の拡充
○子宮頸がん予防ワクチンの接種の ８ ―
慎重な検討と重篤な副反応の被害
者救済
○安全・安心の医療・介護の実現と ７ ―
夜勤改善・大幅増員
○その他 ５６ １

【教育・文化】 【 ３９】 【 ２】
○義務教育費国庫負担制度堅持・負 １７ ―
担率１／２への復元、「３０人以下
学級」の実現をめざす教職員定数
改善、就学保障充実など２０１４年度
国家予算編成における教育予算確
保・拡充
○給付型奨学金制度の創設 ４ ―
○その他 １８ ２

【農林・水産】 【 ８７】 【 ―】
○環太平洋連携協定（ＴＰＰ）に関 ４０ ―
し、農林水産分野の重要５品目等
の聖域が確保できないと判断した
場合には即刻交渉から脱退など
○森林・林業・木材産業施策の積極 １９ ―
的な展開
○政府が米の需給と価格に責任を持 １６ ―
つ米政策の確立
○その他 １２ ―

【公害・環境保全】 【 ７９】 【 ３】
○容器包装リサイクル法を改正し、 ５３ ―
発生抑制と再使用を促進するため
の法律の制定
○福島第一原子力発電所における汚 ６ １
染水問題の早期解決
○建設業従事者のアスベスト問題の ３ ―
早期救済・解決
○原子力エネルギーから再生可能エ ３ ―
ネルギーへの転換推進
○その他 １４ ２

【合 計】 【 ５６５】 【 １３】
【総合計】 【 ９５１】 【 ５５】

意見書件 名
１１２２月月定定例例会会のの

意意見見書書・・決決議議のの状状況況

軽
減
税
率
関
係
の
意
見
書
が
１
３
１
件
で
最
多

第１８９７号 平成２６年３月５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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一
方
、
我
が
国
の
軽
減
税
率
を

取
り
巻
く
状
況
は
、
２６
年
度
与
党

税
制
改
正
大
綱
で
検
討
事
項
と
さ

れ
た
も
の
の
、
国
民
の
理
解
を
得

た
う
え
で
税
率
１０
％
時
に
導
入
す

る
方
針
が
示
さ
れ
た
。
今
後
引
き

続
き
、
与
党
税
制
協
議
会
で
▽
対

象
品
目
の
選
定
▽
具
体
的
な
安
定

財
源
の
手
当
▽
国
民
の
理
解
を
得

る
た
め
の
プ
ロ
セ
ス
―
な
ど
詳
細

な
内
容
を
検
討
し
、
２６
年
１２
月
ま

で
に
結
論
を
得
る
と
し
た
。
意
見

書
で
は
消
費
税
の
増
税
が
負
担
と

な
ら
な
い
よ
う
、
軽
減
税
率
の
導

入
を
強
く
要
望
し
て
い
る
。

【
２
面
か
ら
の
続
き
】

地
方
財
政
の
充
実
確
保
に
関
す

る
意
見
書
で
は
、
地
方
交
付
税
の

増
額
に
よ
る
一
般
財
源
総
額
の
確

保
な
ど
を
要
望
し
て
い
る
。
基
礎

自
治
体
で
あ
る
市
が
、
住
民
サ
ー

ビ
ス
や
ま
ち
づ
く
り
を
安
定
的
に

実
施
す
る
た
め
の
財
源
を
求
め
て

い
る
。
あ
わ
せ
て
意
見
書
で
は
固

定
資
産
税
、
ゴ
ル
フ
場
利
用
税
の

現
行
制
度
の
堅
持
、
森
林
吸
収
源

対
策
・
地
方
の
地
球
温
暖
化
対
策

に
関
す
る
財
源
の
確
保
な
ど
も
求

め
て
い
る
。
う
ち
、
固
定
資
産
税

に
つ
い
て
は
市
町
村
の
基
幹
税
目

で
あ
る
こ
と
か
ら
、
安
定
的
な
財

源
の
確
保
を
要
望
。
と
り
わ
け
、

償
却
資
産
課
税
の
根
幹
を
な
し
て

い
る
「
機
械
及
び
装
置
」
に
対
す
る

課
税
な
ど
現
行
制
度
を
堅
持
す
る

よ
う
主
張
し
て
い
る
。
固
定
資
産

税
収
は
２３
年
度
決
算
で
約
８
・
９

兆
円
と
、
市
町
村
税
収
全
体
の
４

割
以
上
を
占
め
る
基
幹
税
。
う
ち
、

償
却
資
産
課
税
は
税
額
に
し
て
１

・
６
兆
円
に
も
上
る
。

固
定
資
産
税
の
取
扱
い
に
つ
い

て
は
、
２６
年
度
税
制
改
正
大
綱
で

も
前
年
度
に
引
き
続
き
大
き
な
テ

ー
マ
と
な
っ
た
。
経
済
団
体
な
ど

は
「
償
却
資
産
に
係
る
固
定
資
産

税
は
国
際
的
に
稀
な
課
税
」
と
主

張
し
、
償
却
資
産
課
税
は
速
や
か

に
廃
止
・
縮
小
す
べ
き
と
要
望
し

て
い
た
。
し
か
し
、
総
務
省
の
調

査
結
果
（
資
産
税
制
の
国
際
比
較

【
償
却
資
産
関
係
】
�
未
定
稿
）

に
よ
れ
ば
償
却
資
産
課
税
は
各
国

に
例
が
あ
り
「
稀
」
と
の
指
摘
は

事
実
に
当
た
ら
な
い
�
下
表
。

各
市
か
ら
現
行
制
度
の
堅
持
を

求
め
る
要
望
が
多
く
寄
せ
ら
れ
、

固
定
資
産
税
は
２６
年
度
税
制
改
正

大
綱
で
現
行
制
度
が
堅
持
さ
れ

た
。
与
党
の
大
綱
に
よ
れ
ば
２７
年

度
以
降
の
取
扱
い
は
▽
政
策
目
的

と
そ
の
効
果
▽
新
た
な
投
資
に
よ

る
地
域
経
済
の
活
性
化
の
効
果
▽

市
町
村
財
政
へ
の
配
慮
▽
実
務
上

の
問
題
点
―
な
ど
幅
広
い
観
点
か

ら
、
与
党
税
制
調
査
会
で
引
き
続

き
検
討
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い

る
。
２７
年
度
税
制
改
正
に
向
け
た

議
論
で
も
見
直
し
論
が
再
燃
す
る

可
能
性
も
あ
り
、
今
後
と
も
動
向

を
注
視
す
る
必
要
が
あ
る
。

※１ 各国の税制の内容については、表中に別段の記載がある部分を除き、「財産税(償却資産)に係る海外実態調査」（平成１９年度にCLAIRを通じて実施）及び「租税に係る海外実態調査」（平成２３年度及び
平成２４年度にCLAIRを通じて実施）に基づく。

※２ カナダの税制の内容については、表中に別段の記載がある部分を除き、「カナダの地方団体の概要」（CLAIR REPORT第２２７号、２００２年）及び「各国の資産評価対訳シリーズ第4集カナダ（ブリティッ
シュ・コロンビア州）」（（財）資産評価システム研究センター、２００１年）に基づく。

※３ 中国(香港)に係る税制の内容については、「香港レイトの仕組みと考え方」（石田和之,資産評価情報No.１７９、２０１０．１１）に基づく。
※４ 「アメリカの地方財産税について」（前田高志,オイコノミカ第４１巻第３・４号、２００５年）に基づく。
※５ 「State and Provincial Property Tax Policies and Administrative Practices（PTAPP） : Compilation and Report」（IAAO、２０１０年）に基づく。
※６ 「PROPERTY TAX POLICIES and ADMIMISTRATIVE PRACTICES in CANADA and the UNITED STATES」（IAAO、２０００年）に基づく。
※７ 州によって異なるが、主なものとして鉄道、電力、ガス等がある。

フィリピン※1
固定資産税

Real Property Tax

県、市町村

○土地・家屋○機械設備

所有者

韓国※1

財産税

市、郡、区

○土地○建物○貯蔵施設、ド
ック施設、エネルギー供給施
設等○船舶○航空機

所有者

中国(香港)※1,3
レイト

General Rates
香港政府
(地方政府)

○土地・家屋○機械設備

所有者又は占有者

イギリス※1
ビジネス・レイトBusiness Rate

通称 :ノンドメスティックレイトNon Domestic Rate
国

(市町村等へ交付)

○事業用不動産(土地、建物
と一体をなす構築物、機械設
備を含む。)

使用者

カナダ※2
財産税

Property Tax
州、広域自治体、
地方自治体

全10州2準 州 ○土地・家屋(全
10州2準州)○公益事業資産※7(5
州1準州)○機械設備(3州1準州)○
通信関連資産(7州1準州)※6

所有者

アメリカ※1
財産税

Property Tax
州、郡、市町村、
学校区、特別区※4

全50州1特別区 ○土地・家屋(45州1
特別区)○公益事業資産※7(39州)○機械
設備(38州)○有形動産(38州)○通信関連
資産(37州)○在庫・棚卸資産(12州)※5

所有者

名
称
団
体

課
税
課
税
対
象

資

産
義
務
者

納
税

１２月定例会意見書・決議の議決状況（下）（２５．１１．１～１２．３１）

決 議
【建設・運輸・郵政・国土保全】 【 ８９】 【 ―】
○公共工事の入札不調を解消する環 ３３ ―
境整備
○積雪寒冷地域対策の推進 ２２ ―
○ＪＲ北海道の重大事故・トラブル ６ ―
の徹底した原因究明と安全運行を
求める
○その他 ２８ ―

【警察・防災・消防】 【 ３９】 【 ３】
○特定秘密の保護に関する法律の拙 ３３ １
速な成立に抗議し法律の抜本的な
見直し・慎重審議を求める
○その他 ６ ２

【労働・商工】 【 ７８】 【 １】
○企業減税等から確実な賃金引き上 ４０ ―
げ
○過労死防止基本法の制定 １１ ―
○ブラック企業への厳正な対処 ８ ―
○安定した雇用の実現 ６ ―
○その他 １３ １

【外交・防衛・国際関係】 【 １７】 【 ２９】
○中国による防空識別圏の設定の即 ８ ２５
時撤回
○その他 ９ ４

【社会・くらし】 【 １５７】 【 ３】
○持続可能な介護保険制度の確立・ ９０ ―
介護保険制度における新たな地域
支援事業の導入に関し、所要の施
策を講じる・介護保険制度改正に
ついて要支援者の介護給付の継続
○「手話言語法（仮称）」の早期制定 １３ ―
○都市再生機構の賃貸住宅の継続家 １３ ―
賃値上げ中止
○原発事故子ども・被災者支援法の ９ ―
基本理念に基づく具体的施策の早
期実現
○司法試験合格者数を年間１，０００人 ８ ―
程度まで段階的に減少させ、裁判
・検察官の適正な増員を図ること
を求める
○子ども・子育て支援新制度をすべ ７ ―
ての幼い子どもの育ちを支える制
度とする
○その他 １７ ３

【その他】 【 ６】 【 ６】
【合 計】 【 ３８６】 【 ４２】
【総合計】 【 ９５１】 【 ５５】

意見書件 名

総務省調査（未定稿）

１２
月
定
例
会
で
も
地
方
税
財
源
の
充
実
を
要
望

（３） 平成２６年３月５日 第１８９７号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報



２
月
１４
日
か
ら
関
東
甲
信
地
方

を
中
心
と
し
て
日
本
列
島
は
記
録

的
な
豪
雪
に
襲
わ
れ
た
た
め
、
政

府
は
１８
日
に
「
平
成
２６
年
（
２
０

１
４
年
）
豪
雪
非
常
災
害
対
策
本

部
」
を
設
置
し
た
。
同
日
に
は
第

１
回
会
議
を
開
き
山
梨
県
庁
に
現

地
本
部
を
設
置
。
埼
玉
県
と
群
馬

県
に
は
現
地
対
策
室
を
設
置
し
、

東
京
の
対
策
本
部
と
テ
レ
ビ
会
議

や
電
話
会
議
を
通
じ
、
被
害
の
状

況
や
今
後
の
対
応
策
な
ど
に
つ
い

て
情
報
共
有
を
図
っ
て
い
る
。

対
策
本
部
が
２５
日
に
発
表
し
た

「
平
成
２６
年
（
２
０
１
４
年
）
豪

雪
に
つ
い
て
」
の
第
１８
報
に
よ
れ

ば
、
１４
日
か
ら
１６
日
の
３
日
間
で

降
り
積
も
っ
た
最
深
積
雪
の
観
測

値
は
▽
河
口
湖
（
山
梨
県
）
�
１

４
３
�
▽
甲
府
（
同
）
�
１
１
４

�
▽
軽
井
沢
（
長
野
県
）
�
９９
�

▽
菅
平
（
同
）
�
１
５
２
�
▽
前

橋
（
群
馬
県
）
�
７３
�
▽
秩
父
（
埼

玉
県
）
�
９８
�
▽
熊
谷
（
同
）
�

６２
�
―
な

ど
。
こ

の
７
カ

所

で

は
、
い
ず
れ
も
観
測
史
上
１
位
の

積
雪
記
録
を
更
新
し
た
。

こ
の
豪
雪
に
よ
り
２５
日
時
点
で

死
者
は
２５
人
に
上
り
、
重
傷
者
は

１
０
５
人
、
軽
傷
者
も
含
め
る
と

負
傷
者
は
１
０
０
０
人
に
届
き
そ

う
な
被
害
を
受
け
て
い
る
。
長

野
、
群
馬
、
山
梨
、
埼
玉
の
各
県

は
人
命
救
助
の
た
め
災
害
救
助
法

の
適
用
を
決
定
し
、
こ
れ
ま
で
に

避
難
所
の
設
置
な
ど
必
要
な
措
置

を
取
っ
て
い
る
。
第
１８
報
時
点
の

適
用
市
は
次
の
と
お
り
。

長
野
県
は
茅
野
市
（
適
用
日
�
２
月

１５
日
）
、
群
馬
県
は
安
中
市
（
同
�
１５

日
）、
藤
岡
市
（
同
�
１７
日
）
、
沼
田
市

（
同
�
１８
日
）
、
山
梨
県
は
甲
府
市
、

富
士
吉
田
市
、
都
留
市
、
大
月
市
、
韮

崎
市
、
笛
吹
市
、
上
野
原
市
（
以
上
、

同
�
１５
日
）
、
北
杜
市
、
甲
州
市
（
以

上
、
同
�
１８
日
）
、
南
ア
ル
プ
ス
市
（
同

�
２１
日
）
、
埼
玉
県
は
秩
父
市
、
飯
能

市
（
以
上
、
同
�
１７
日
）

大
雪
等
で
特
交
繰
上
げ
交
付

総
務
省
は
大
雪
な
ど
で
多
大
な

被
害
を
受
け
た
自
治
体
に
対
し
、

３
月
に
交
付
す
べ
き
特
別
交
付
税

の
一
部
を
繰
り
上
げ
て
交
付
す
る

こ
と
と
し
た
。
対
象
は
２
月
９
日

ま
で
の
積
雪
積
算
値
が
１
０
０
０

�
・
日
を
超
え
、
平
年
の
１
・
３０

倍
以
上
の
自
治
体
。
２１
市
２０
町
８

村
が
対
象
と
な
り
交
付
額
は
６６
億

９
２
０
０
万
円
。
２
月
２５
日
に
決

定
し
２６
日
に
現
金
交
付
さ
れ
た
。

平成２６年度 第１回
「市町村議会議員特別セミナー」開催

市町村アカデミー主催
市町村アカデミー（市町村職員中央研修所）では、全国の市町村議会議員
及び東京都２３区議会の議員の皆様を対象として、自治体が直面している重要
課題や時局の話題を取り上げる宿泊型特別セミナーを毎年度開催しておりま
す。
今回は５月８日（木）と９日（金）の２日間、それぞれの分野でご活躍さ
れている講師による講義・演習を行います。
多くの皆様方のご参加をお待ちしております。
◆日時：平成２６年５月８日（木）１３：００から

５月９日（金）１２：２０まで
５月８日
１３：３０～１５：００ 「消費税の導入と日本経済」（講義）
（株）日本総合研究所副理事長 湯 元 健 治 氏

１５：１５～１６：４５ 「これからの政治の行方」（講義）
政治ジャーナリスト
共同通信社客員論説委員 後 藤 謙 次 氏

５月９日
９：００～１０：３０ 「地方議会制度改革の方向」（講義）
山梨学院大学法学部教授 江 藤 俊 昭 氏

１０：４５～１２：１５ 「合併自治体、過疎広域自治体の抱える課題とその
対応」（講義）

（一財）地域活性化センター常務理事
前総務省自治財政局長 椎 川 忍 氏

※講義の内容等は一部変更になる場合がございます。
◆場 所：市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）

（千葉市美浜区浜田１丁目１番）
◆申込期限：平成２６年４月９日（水）
◆申込方法：参加申込みについては、必ず議会事務局を通してお申し込み下

さい。参加申込書（市町村アカデミーのホームページからダウ
ンロードできます）をＦＡＸまたは郵送でお送りください。で
きるだけ多くの自治体からご参加いただくため、原則１団体９
名以内でお願いいたします。

◆参 加 費：１０，０００円（宿泊費、食費等を含む）
◆決定通知：申込受理後、決定通知に併せて必要な資料を送付いたします。
◆お問い合わせ：�０４３－２７６－３１２７（調査研究部）

ＦＡＸ０４３－２７６－８４８４（申込専用）
〒２６１－００２５ 千葉市美浜区浜田１丁目１番

◆担 当：大塚、太田 ホームページ http : //www.jamp.gr.jp
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第１回災害対策本部は２月１８日に
（写真提供＝内閣広報室）
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